
緑の分権改革推進会議第１分科会（第２回）

議事次第

平成２２年１０月６日（水）

１０：００～１２：００

中央合同庁舎第７号館１４階

共用会議室－１

１ 開会

２ 議事

(1)「緑の分権改革」に係る平成２３年度予算概算要求について

(2)「緑の分権改革」委託調査実施団体ヒアリング

・北海道下川町の取組

・青森県十和田市の取組

・香川県土庄町の取組

(3)その他

３ 閉会



「緑の分権改革」推進プロジェクト

説明資料１

緑 分権改革」推進プ ジ クト
広域的な連携を進めている地域等を対象に、「緑の分権改革」を先導する、

「地域の資源」を活用した即効的で創造的な取組に集中的に投資し、雇用
の増加など地域活性化を図る （総事業費 20億円 2億円×10箇所）の増加など地域活性化を図る。 （総事業費：20億円、2億円×10箇所）

※３年で都道府県の２／３程度（３０箇所）の地域での取組を目指す→１０箇所×３年＝３０箇所

スキーム

企業・ＮＰＯとの
コラボレーション

評価対象となる提案に盛り込むアウトカム

採
択
、

公開プロセス（評価）

エネルギー分野

自治体

地域の創富力を高め、定住
機能を向上させる事業提案

→①エネルギーの地産地消→雇用増

→②農林水産物の地産地消→雇用増→

経済力
自給力 増
持続力

全
国
へ
波

エネルギー分野

農林水産分野

観光分野機能を向上させる事業提案

（対象経費：ハード、ソフト、事業体設立経費、
資産の有効活用経費）

→③観光 → 交流人口増→雇用増
波
及

※付随して、福祉、教育などの分野に波及するアウトカムも可

観光分野

【特 長】
・企業・NPO等とのコラボレーションにより、民間機能を活用した事業の実施
・雇用の増加等の成果目標を明確にした提案を、公開プロセスを経て採択

【対象地域】
「定住自立圏」に取り組む圏域の市町村 等



【取組分野①】 エネルギー分野【 ①】

（イメージ） 太陽光、風力、小水力発電

グリーン・
ツーリズム

環境
教育 森林所有者

消費者・
住民

ハウスメー 低炭素社 林業

木材加工団地の形成

森林組合
ウ
カー等

低炭素社
会の実現

林業
再生

製材工場・・・・ 集材加工場

民間企業を主体とした経営
木質ペレット

バイオマス発電雇用の確保



【取組分野②】 農林水産分野

（イメージ） コミュニティ・レストラン等による、
農家収入の増、施設の有効利用
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【取組分野③】 観光分野

（イメージ）

資産の有効活用
空地・廃屋・遊休資産

１次産業
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平成２２年度における取組の成果（緑の分権改革のモデルの構築

や委託調査結果）を受けて、緑の分権改革の一層の推進と全国展開

を図るため、モデルの具体化や推進方策の検討を深めるとともに、

地方公共団体等に対して改革の周知・対話を行う。 

 

 

１ 趣旨 
○ 地域においては、少子高齢化・人口減少社会が到来する中にあって、厳しい

財政制約の下で、地域主権の確立、低炭素型社会への転換等の改革や地域から

の成長戦略の実践が強く求められている。 
 
○ そのため、それぞれの地域資源を最大限活用し、地域の活性化、絆の再生を

図り、中央集権型の社会構造を分散自立・地産地消・低炭素型としていくこと

により、「地域の自給力と創富力（富を生み出す力）を高める地域主権型社会」

の構築を目指す「緑の分権改革」を推進していく。 
 
２ 事業内容 

(1)  緑の分権改革推進会議・分科会における検討 
 ・緑の分権推進会議運営経費 

12 百万円 

(2)  個別分野の改革モデルの具体化事業に係る調査 
・クリーンエネルギー、食のブランド化、 

ICT、地域通貨等を活用した地域経済活性化 

280 百万円 
（10 百万円×28 団体） 

(3)  地方公共団体への広報・啓発 
 ・地方公共団体との対話（成果の周知、意見交換）       
 ・緑の分権改革・市町村長サミット 

27 百万円 

 
３ 所要経費 

319 百万円 

「緑の分権改革」の推進に要する経費 

（担当） 総務省自治行政局地域政策課 
木村理事官、江口係長 

Tel：03-5253-5523 
Fax：03-5253-5587 

008811
テキストボックス



緑の分権改革の概要

○ 地域においては、少子高齢化・人口減少社会が到来する中にあって、厳し
い財政制約の下で、地域主権の確立、低炭素型社会への転換等の改革の推
進が強く求められている。

○ 緑の分権改革とは、それぞれの地域が、森・里・海とそれにはぐくまれる
きれいな水などの豊かな資源とそれにより生み出されうる食料やエネル
ギー、あるいは歴史文化資産の価値等を把握し、最大限活用する仕組みを
創り上げていくことによって、地域の活性化、「絆」の再生を図り、「地
域から人材、資金が流出する中央集権型の社会構造」から、「地域の自給
力と創富力を高める地域主権型社会」への転換を実現しようとするもの。

１ 緑の分権改革とは

○ 地域主権の確立のため、義務付け・枠付けの見直し、基礎自治体への権限
移譲、国直轄事業負担金の廃止、補助負担金の一括交付金化、出先機関の
見直し、国と地方の協議の場の法制化等を目指す。これらにより、住民自
治、地方公共団体の権限と責任は飛躍的に高まるもの。

○ 緑の分権改革とは、このように地方行財政制度を地域主権型に改革してい
くことにあわせて、個々人の生活や地域の経済についても、「人材や食料、
エネルギー、資源等ができる限り地域で有効に活用される構造」に変えて
いくことにより、ヒト、モノ、カネ、エネルギーの動きそのものを変革し、
地域の自給力と創富力を高めるような社会システムの構築を目指すもの。

２ 地域主権改革と緑の分権改革

「緑の分権改革」の推進による地域の成長

（出典）原口ビジョン

「緑の分権改革」の推進（イメージ）

平成２２年度当初予算
（１．６億円）

平成２１年度補正予算
（３９億円）

平成２２年度

平成２３年度

推進会議
分科会

県・市町村（２７）

都道府県（３５）
指定都市（１０）
市町村※（９９）

調査、先行的取組調査 クリーンエネルギー調査
（Ｈ２１から）

フィードバック

その他
都道府県
市町村

雇用対策・地域資
源活用臨時特例
費等を踏まえた芽
出しとしての様々
な取組

更なる取組

※ 複数の市町村による共同提案を含む。

３ 緑の分権改革の推進

１ 総務省の体制整備
第２次補正予算案の閣議決定後に、省内横断的な推進体制として「緑の分権改革推進本部」、着

実な実施のために「緑の分権改革推進室」、さらに４月２８日に「緑の分権改革推進会議」を設置。

２ 意見募集の実施
４（１）の推進会議の設置に先立ち、地方公共団体はじめ関係方面から緑の分権改革に対する意

見を募集。

３ 平成２１年度第２次補正予算
緑の分権改革の推進のための基礎的条件整備として、地域におけるクリーンエネルギー資源の賦

存量の調査とフィージビリティ調査、固定価格買取の仕組みや住民共同出資の活用等も含めた事業
化方策についての先行実証調査を実施。

４ 平成２２年度当初予算
（１）推進会議の設置
３のクリーンエネルギー資源の調査の状況、（２）の先行的な取組を実施する地方公共団体によ

る調査の状況も踏まえ、緑の分権改革を推進していくための課題・対応策等について検討。
（２）先行的な取組についての委託調査事業
緑の分権改革のモデルとなりうる先行的・総合的な取組を行う地方公共団体を募集し、取組を実

施・発展していくための委託調査を実施。

５ 平成２３年度以降の展開
平成２１年度及び平成２２年度における調査・研究結果、先行実施団体の検証・提言等を広く都

道府県、市町村はじめ関係者に周知するとともに、国として、広報・啓発にあわせて、規制緩和や
必要な法整備などにより支援策を講じていくことにより、緑の分権改革を積極的に推進。
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関係戦略等（抜粋） 

 

○ 地域主権戦略大綱（平成 22 年 6 月 22 日閣議決定） 
第 10 緑の分権改革の推進 
１ 基本的考え方 
 地域資源を最大限活用し、地域の活性化、絆の再生を図り、中央集権型の社会構造

を分散自立・地産地消・低炭素型としていくことにより、「地域の自給力と創富力（富

を生み出す力）を高める地域主権型社会」の構築を目指し、「緑の分権改革」を推進

していく。 

２ 具体的取組 
  クリーンエネルギー、食料、歴史文化資産の活用、地域ブランドの育成、資金の循

環による地域経済の活性化など地域において大地から泉のように富が湧き上がって

いくような改革のモデルとなる取組を構築するとともに、改革の推進のための課題の

抽出及び解決策の検討やそれらの成果の周知を行うことで、改革に取り組む団体数の

増加を図る。また、責任をもって自らの地域の活性化を図っていけるように、抽出さ

れた課題に対する制度的対応など、経済社会システムの改革を進めるとともに、地域

の人材をエンパワーするための人材育成、連携交流を進める。 
  さらに、圏域ごとに生活機能等を確保し、地方圏における定住の受皿を形成する定

住自立圏構想を推進するとともに、過疎地域について、これまでのハード事業に加え、

地域の実情に応じた主体的かつ創意工夫に富んだソフト事業に対する支援措置を行

い、国土を保全し、生産機能を守り、安心して暮らせる地域に再生することにより、

地域の自給力と創富力を高めていく取組を支援する。 
  また、地域主権型社会の構築を支える効率的な電子自治体を実現するため、自治体

クラウドの推進に係る所要制度整備、取組の普及拡大等を進める。 
 

○ 新成長戦略（平成 22 年 6 月 18 日閣議決定） 
第３章 ７つの戦略分野の基本方針と目標とする成果 
フロンティアの開拓による成長 
（４）観光立国・地域活性化戦略 
～地域資源の活用による地方都市の再生、成長の牽引役としての大都市の再生～ 

【2020 年までの目標】 
『地域資源を最大限活用し地域力を向上』 
『大都市圏の空港、港湾、道路等のインフラの戦略的重点投資』 
（緑の分権改革等） 
  それぞれの地域資源を最大限活用する仕組みを地方公共団体と住民、NPO 等の協

働・連携により創り上げ、分散自立型・地産地消型としていくことにより、地域の自

給力と創富力を高める地域主権型社会の構築を図る「緑の分権改革」を推進し、地域

からの成長の道筋を示すモデルを構築する。また、地域のことは地域に住む住民が決

める、活気に満ちた地域社会をつくるための「地域主権」改革を断行する。 



総務省アクションプラン２０１１

－２０１１年度総務省重点施策－

平成２２年８月平成２２年８月
総務省

説明資料２
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総務省アクションプラン２０１１ （構成）

ⅠⅠ 地域主権改革の積極的な推進による新しい国づくり

■■ 地域主権改革の推進■■ 地域主権改革の推進
■■ 緑の分権改革の推進

ⅡⅡ 「ICT維新ビジョン2.0」の推進による「強い経済」の実現

■■ 「光の道」１００％の実現
■■ 地上デジタル放送への確実な完全移行
■■ 「日本×ICT」戦略による３％成長の実現
■■ ICT産業の国際競争力の強化■■ 産業 国際競争力 強化
■■ グリーンICTの推進

ⅢⅢ 国民の命を守る消防防災行政の推進Ⅲ Ⅲ 国民の命を守る消防防災行政の推進

■■ 緊急消防援助隊・消防防災体制の充実強化
■■ 災害時要援護者に対する支援■■ 災害時要援護者に対する支援
■■ 救急救命体制の強化・国際消防救助隊の充実



Ⅳ Ⅳ 国民本位の電子行政の実現

■■ 電子政府の推進

ⅤⅤ 横串機能の発揮による行政の抜本的な刷新

■■ 電子政府の推進
■■ 電子自治体の推進（自治体クラウドの推進等）

ⅤⅤ 横串機能の発揮による行政の抜本的な刷新

■■ 行政評価機能の抜本的強化方策の実施による聖域なき行政運営の見直し
■■ 行政組織等の減量 効率化 行政の透明化 国民の権利利益の救済の強化

ⅥⅥ 郵政改革の推進

■■ 行政組織等の減量・効率化、行政の透明化・国民の権利利益の救済の強化
■■ 多様な人材確保等を通じた公務員の活力確保及び人事管理の適正化

Ⅵ  Ⅵ  郵政改革の推進

■■ 郵政改革関連法案の国会提出など、郵政改革に必要な制度整備の確実な実施
■■ 日本郵政グループの事業計画等の認可を通じた適切な監督業務の実施

Ⅶ Ⅶ 国民生活・企業活動の安定・充実

■■ 日本郵政グループの事業計画等の認可を通じた適切な監督業務の実施

■■ 受給者の生活を支える恩給の支給
■■ 厚生労働省が所管する年金記録確認業務等の実施に対する協力、

確実な執行のチェック確実な執行のチェック
■■ 「経済センサス－活動調査」の円滑な実施など「公的統計の整備に関する

基本的な計画」の推進



Ⅰ 地域主権改革の積極的な推進による新しい国づくり① １

１．地域主権改革の推進

■■ 地方自治法の抜本的見直し■■ 地方自治法の抜本的見直し

【予算】 地方行財政検討会議に要する経費 新規 ０．２億円

・地域主権改革を推進するため、地方自治法の抜本的な見直しを「地方行財政検討会議」において
検討し、成案が得られた検討結果を地方自治法改正案として取りまとめ、順次、国会へ提出

■■ 地域主権の確立に向けた地方税体系の構築
・国・地方間の税財源配分を見直すとともに、地方消費税の充実
など、税源の偏在性が少なく税収が安定的な体系を構築

■■ 地方交付税等の一般財源総額の確保

など、税源の偏在性が少なく税収が安定的な体系を構築

・「財政運営戦略」を踏まえ、交付団体はじめ地方の安定的な財
政運営に必要となる地方交付税等の一般財源の総額については

■■ 地方公共団体の財政健全化の推進

【予算】 地方交付税（地方団体交付ベース） １６．９兆円（２２年度 １６．９兆円）

政運営に必要となる地方交付税等の一般財源の総額については、
実質的に平成２２年度の水準を下回らないよう確保

（提供：内閣広報室）■■ 地方公共団体の財政健全化の推進
・「財政運営戦略」を踏まえ、国・地方共通の重要な課題である財政健全化に向け、「新成長戦略」
の推進により「強い経済」を実現し、経済成長による税収増を図るとともに、地方の行財政改革に
積極的に取り組む

（提供：内閣広報室）

積極的に取り組む

■■ 基地交付金及び調整交付金の所要額の確保
【予算】 基地・調整交付金 ３３５億円（２２年度 ３３５億円）



Ⅰ 地域主権改革の積極的な推進による新しい国づくり② ２

２．緑の分権改革の推進 大都市
海 外

大規模エネルギー供給

【改革後】

■■ 「緑の分権改革」の推進 大規模エネルギ 供給
・・・

共 存

■■ 「緑の分権改革」の推進
・「地域の自給力と創富力を高める地域主権型社会」の構築

を目指し、「緑の分権改革」を推進するため、改革のモデ
ルとなる取組を支援するとともに 改革の推進方策を検討

地域の自給力と創富力による成長

資金人
地 域

【予算】 「緑の分権改革」推進プロジェクト 新規 ２０億円
「緑の分権改革」の推進に要する経費 ３億円（２２年度 １億円）
（緑の分権改革推進会議、改革のモデルの支援、広報・啓発）

ルとなる取組を支援するとともに、改革の推進方策を検討

■■ 「定住自立圏構想」及び過疎対策の推進

資金地 域

地方圏の人口減少化に歯止めをかけ 改革を推進する受け・地方圏の人口減少化に歯止めをかけ、改革を推進する受け
皿を整備するため、「定住自立圏構想」及び改正過疎法を
踏まえた過疎対策を推進

【予算】 「定住自立圏」地域創富力高度化調査事業 新規 ０ ７億円 歴史

食料

【予算】 「定住自立圏」地域創富力高度化調査事業 新規 ０．７億円
（各圏域の特性を活かした雇用創出に資する産業振興の取組の調査）

過疎地域等自立活性化推進交付金 ５億円

歴史

伝統

文化２２年度 過疎地域等自立活性化推進交付金 ３億円
過疎地域集落等整備事業費補助金 ３億円

（分散自立・地産地消・低炭素型社会へ）

クリーン
エネルギー

【税制】 事業用設備等に係る特別償却等の過疎税制の延長

疎 域集落 備 業費補助 億円



Ⅰ 地域主権改革の積極的な推進による新しい国づくり③ ３

■■ 「自治体クラウド」の推進による住民の

便性向 自治体利便性向上のための電子自治体の実現

・自治体クラウドの導入を推進し、行政コストの
大幅な圧縮、行政サービスの質の向上等を実現
するため、より広汎な業務連携基盤の構築等の
実証実験等を実施

【予算】 全国的展開に必要な連携基盤等に係る実証実験 新規 １０億円
自治体クラウドの推進に向けた調査研究等 新規 ０．３億円
（自治体クラウド導入活用ガイドラインの策定等に必要な調査、研究等）

■■ 地域の人材を強化するための人材育成、
連携交流の推進

地域力創造 基本となる人材力を強化するため・地域力創造の基本となる人材力を強化するため、
「人材力活性化プログラム」の充実、人材のネッ
トワーク化や交流の促進、地域おこしに役立つ人
材の活用及び都市から地方への移住・交流を推進材の活用及び都市から地方 の移住 交流を推進

【予算】 人材力活性化プログラム拡充事業等 ０．２億円（２２年度 ０．２億円）



Ⅱ 「ＩＣＴ維新ビジョン2.0」の推進による「強い経済」の実現① ４

■■ 「光の道」整備に関する支援の実施

１．「光の道」１００％の実現

■■ 「光の道」整備に関する支援の実施

・「光の道」構想（２０１５年頃を目途にすべての世帯でブロードバンドサービスを利用）を
推進するため、電気通信基盤充実臨時措置法の一部改正を行い、行政・教育・医療等の公共
アプリケーションによる利活用と一体となった超高速インフラ整備を行う地方公共団体等を支援

■■ 「光の道」推進関連法制度の整備

【予算】 「光の道」整備推進事業 新規 ３０億円
【税制】 「光の道」推進税制の創設

リケ に る利活用 体 な た超高速イ ラ整備を行う地方公共団体等を支援

■■ 「光の道」推進関連法制度の整備

・「光の道」構想推進に向けた所要の法案を次期通常国会に提出し、競争ルールの整備や
ワイヤレスブロードバンド向けの電波の周波数の確保等を実施

超高速ブロードバンド
90%

現 状 2015年頃目途

超高速ブロ ドバンド

利用可能率

超高速ブロードバンド

30%

約90% 100%

100%利用率 約30% 100%
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２．地上デジタル放送への確実な完全移行

■■ アナログ放送終了（２０１１年７月）に向けた最終体制の整備等■■ アナ グ放送終了（ 年 月）に向けた最終体制の整備等
・受信相談・現地調査、共聴施設のデジタル化・新たな難視対策の支援等これまでの取組を

徹底するほか、生活に身近な臨時相談コーナーの設置等、２０１１年７月にアナログ放送
終了を迎えるために必要となる最終体制を整備

【予算】 無線システム普及支援事業（うち地デジ関連） ７１１億円（※）（予算額３４０億円（２２年度 ２４５億円））
（※） 国庫債務負担行為による後年度負担額を含む

【税制】 地上放送施設デジタル化促進に係る課税標準の特例措置の拡充・延長

受信相談・現地調査 共聴施設のデジタル化・
新たな難視対策の支援等

■■ 低所得世帯への地デジチューナー等の支援

・低所得世帯への地デジチューナー等の支援の
象 拡 等 デジ対象世帯を拡充し、国民が等しく地上デジタ

ル放送を視聴できるよう、万全の体制を整備

【予算】 低所得世帯への地デジチューナー等の支援【予算】 低所得世帯への地デジチュ ナ 等の支援
１４５億円（継続分４４億円、拡充分１０１億円） （※）（再掲）

（※） 国庫債務負担行為による後年度負担額を含む
アナログ
テレビ

低所得世帯に対する
チューナー給付等

生活に身近な
臨時相談コーナーの設置
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３．「日本×ＩＣＴ」戦略による３％成長の実現

■■ フ チャ スク ル推進事業の大幅拡充

協働教育
プラットフォーム

学校

学校
学校

学校

■■ フューチャースクール推進事業の大幅拡充
による「協働教育」の推進

・ＩＣＴを活用し 子ども同士が互いに学び合い

学校

学校

学校
学校

学校学校ＩＣＴを活用し、子ども同士が互いに学び合い、
教え合う「協働教育」の確立に向けて、フュー
チャースクール推進事業の実施校を大幅に拡充

学校と家庭

学校

学校

学校

学校

学校

学校

学校

学校

学校

学校

学校

【予算】 フューチャースクール推進事業 ２９億円

（２２年度 １０億円）

学校と家庭
の連携 学校

学校

■■ 地域の「つながり力」を高める利用者本位のＩＣＴ利活用の促進
・ＮＰＯ、地方公共団体等が主体となり地域の広域連携による遠隔医療、福祉、

介護、防災、防犯などの分野における効果的・効率的なＩＣＴ利活用を促進

【予算】 地域ＩＣＴ利活用広域連携事業 ４７億円 （２２年度 ８２億円）

■■ 医療・健康情報連携基盤の構築、高齢者・チャレンジド・育児／介護従事者向け

サービスの開発等
【予算】 健康情報活用基盤構築事業 新規 ２億円

字幕番組・解説番組等の制作促進 ４億円 （２２年度 ４億円）



Ⅱ 「ＩＣＴ維新ビジョン2.0」の推進による「強い経済」の実現④ ７

■■ ホワイトスペース（＊）等新たな電波の有効利用の促進

■■ 電波利用ニーズの急速な拡大・多様化に対応した電波利用料制度の見直し

■■ ホワイトスペ ス（ ）等新たな電波の有効利用の促進

・「ホワイトスペース特区」において地域特性に応じたサービスやシステムの実現を目指した実証
を行うとともに、電波資源のより一層の拡大を可能とする技術の研究開発等を推進

（ ） イト 放送用などあ 目的 ため 割り当 られ が 地理的条件や技術的条件 よ 他 目的 も利用可能な電波 周波数

地域コミュニティ向け情報
提供サ ビス

スポーツ競技施設・遊園地

【予算】 ホワイトスペース活用のための研究開発及び実証試験 新規 １７億円

（＊）ホワイトスペース 放送用などある目的のために割り当てられているが、地理的条件や技術的条件によって、他の目的にも利用可能な電波の周波数

提供サービス

地域のタウン情報や行政紹介、医
療情報、子育て支援などコミュニ
ティ向けの情報を提供

スポーツ競技場で、独自コンテンツ
や実況中継の配信

実況中継

ホワイトスペースの
活用事例

自治体

居酒屋
メ ニュー＆クーポン

居酒屋●●●●

[ 住所 ]●●●●●●●●●●●●
[ 電話 ]●●●●●●●●●●●●

交通機関

地下鉄や空港で広告や独自コンテ
ンツを配信観光

旅行者に対し、観光

居酒屋
メ ニュー＆クーポン

居酒屋●●●●

[住所 ]●●●●●●●●●●●●
[電話 ]●●●●●●●●●●●●

旅行者に対し、観光
スポットやイベント情
報を配信
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■■ スマートクラウド戦略の推進
・教育・行政・医療等の分野におけるクラウド
利活用推進 中小企業 ベンチャ 等による

社会インフラの
高度化の実現

産業の枠を越えた
効率化の実現利活用推進、中小企業・ベンチャー等による

クラウドサービスの開発支援等

【予算】 中小・ベンチャー企業向け先進的クラウド

高度化の実現効率化の実現

膨大 共有
クラウドサービスの普及

膨大な情報・知識の集積と共有
サービス創出支援事業 新規 ２億円

企業のグローバル
展開の促進

膨大 共有膨大な情報 知識 集積と共有

環境負荷の軽減

■■ 安心・安全なネット環境の整備

・クラウド対応型セキュリティ技術、国際連携によるサイバー攻撃予知等のネットワークセキュリ
ティ技術に関する研究開発、児童ポルノ排除総合対策（本年７月犯罪対策閣僚会議決定）に基づくティ技術に関する研究開発、児童ポルノ排除総合対策（本年７月犯罪対策閣僚会議決定）に基づく
児童ポルノサイトブロッキング技術の実証実験等を推進

【予算】 クラウド対応型セキュリティ技術の研究開発 ６億円 （２２年度 ５億円）
国際連携によるサイバー攻撃予知・即応技術の研究開発 新規 ７億円
児童ポルノサイトのブ キングに関する実証実験 新規 ５億円

■■ ＩＣＴの利活用を阻む規制・制度の見直し

高度情報通信ネ ト ク社会推進戦略本部を中心に 利活用を阻む規制 制度 見直し

児童ポルノサイトのブロッキングに関する実証実験 新規 ５億円

・高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部を中心に、ＩＣＴの利活用を阻む規制・制度の見直し
を推進し、「ＩＣＴ利活用促進一括法（仮称）」の次期通常国会への提出に向けた検討を進め、各
府省の連携によりＩＣＴ利活用を推進



Ⅱ 「ＩＣＴ維新ビジョン2.0」の推進による「強い経済」の実現⑥ ９

４．ＩＣＴ産業の国際競争力の強化

■■ 日本発ＩＣＴの海外展開の推進

・我が国が強みを有するＩＣＴシステムの海外展開を加速するため、官民一体の連携体制の下、相手
国のニーズを踏まえたモデル・システムの構築・運用等を戦略的に実施し、我が国のＩＣＴ産業の
国際競争力強化等を支援

■■ アジアユビキタスシティ構想の推進

アジア域内の相手国との連携により 相手

【予算】 ＩＣＴ海外展開の推進 １７億円（２２年度 ２４億円）

アジアに展開・アジア域内の相手国との連携により、相手
国のニーズや事情に合致した複数のＩＣＴ
モデル（ユビキタス健康・遠隔医療、水資
源管理のためのセンサーネットワークな

デ 都

国際貢献 国際標準

国際競争力強化

アジアに展開

源管理 た サ ネット な
ど）を特定地域で集中的に実証・体験し、
相手国での社会的課題の解決や更なる成長
に資するモデル都市を構築

モデル都市での

集中的実施
ユビキタス技術を
活用した我が国の

■■ 「グローバルコンソーシアム」の組成
・産学官連携による我が国ＩＣＴシステムの海外展開のために必要なコーディネート等を行う体制

ＩＣＴモデル【予算】 アジアユビキタスシティ構想推進事業 新規 １０億円

・産学官連携による我が国ＩＣＴシステムの海外展開のために必要なコ ディネ ト等を行う体制
を整備

・「新成長戦略」に掲げられた「国家プロジェクト委員会（仮称）」等における社会インフラ輸出
の取組に積極的に貢献
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■■ 新世代通信網テストベッド（ＪＧＮ－Ｘ）の構築

新世代通信網新世代通信網テストベッドテストベッド

（（JGNJGN XX））
米国

国際接続国際接続

・セキュリティ、エネルギー消費等を抜本的に解決する
新世代ネットワークの要素技術を統合した大規模な試

■■ グローバル展開を視野に入れた研究開発・

（（JGNJGN‐‐XX））

豪州

韓国タイ

香港

EU

インド

ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ

国際接続国際接続新世代ネット 要素技術を統合 た大規模な試
験ネットワークを構築し、システム技術を確立

【予算】 新世代通信網テストベッド（ＪＧＮ－Ｘ）構築事業 新規 ５３億円

■■ グロ バル展開を視野に入れた研究開発
標準化等の推進
・脳活動を介して意図や動作を機械に伝え、コミュニケー
ションを円滑にするための技術等の研究開発を推進

脳とＩＣＴに関する技術を活用した
生活・介護ロボットの実用化イメージ

ションを円滑にするための技術等の研究開発を推進
・我が国が強みを持つ最先端光技術、次世代通信衛星技術等
に関する研究開発を推進

・次世代ブラウザ、デジタルサイネージ（＊１）等の重点分野
に関する標準化活動を支援

公民館へ公民館へ公民館へ2015年頃 2020年頃

に関する標準化活動を支援

念じるだけで、
安全に目的を達成

簡単な指示で、
安全に目的を達成

【予算】 脳の仕組みを活かしたイノベーション創成型研究開発新規 ２０億円
フォトニックネットワーク（＊２）技術に関する研究開発 新規 ２３億円
グローバル展開型通信衛星技術開発事業 新規 １０億円

■■ デジタルコンテンツのグローバル展開・ネットワーク流通の促進
・デジタル出版の利活用を推進するための技術的課題を解決するための検討・実証を行うほか 日本の

安全に目的を達成安全に目的を達成

（＊１）デジタルサイネージ ネットワークに接続したディスプレイなどの電子的な表示機器を使って情報を発信するシステム
（＊２）フォトニックネットワーク 光の特性を効果的に利用することによって、大容量化・高機能化を実現したネットワーク

・デジタル出版の利活用を推進するための技術的課題を解決するための検討・実証を行うほか、日本の
デジタルコンテンツの発信力強化、その活用による経済活性化や、流通環境の整備等を一体的に実施
【予算】 デジタルコンテンツ力創造事業 新規 ５億円

国際共同製作による地域コンテンツの海外展開 新規 ５億円



Ⅱ 「ＩＣＴ維新ビジョン2.0」の推進による「強い経済」の実現⑧ 11

５．グリーンＩＣＴの推進

■■ ＩＣＴパワーによるＣＯ２排出量１０％以上の削減を実現する観点から、ＩＣＴによるグリーン
イノベーションを推進
・競争的資金による地球温暖化対策に資する独創性・新規性に富むＩＣＴ分野の研究開発の推進

・ＩＣＴ利活用によるＣＯ２削減効果を評価する手法を確立し、国際標準化を先導

・グリーンＩＣＴの基盤として、省電力・高信頼・高品質なクラウドサービスの提供を可能とする
グリーンクラウド基盤の構築の推進
【予算】 ＩＣＴグリーンイノベーション推進事業 １０億円 （２２年度 ６億円）

グリーンＩＣＴ推進事業 新規 ５億円

エネルギー利用効率のエネルギー利用効率の
改善改善

人・物の移動の削減人・物の移動の削減一般家庭

グリ ンＩＣＴ推進事業 新規 ５億円
最先端のグリーンクラウド基盤構築に向けた研究開発 １６億円 （２２年度 １０億円）

改善改善

物の生産・消費の物の生産・消費の
効率化・削減効率化・削減

環境計測・環境予測環境計測・環境予測
生産・流通・

輸送
事務所・店舗

輸送

ＩＣＴ利活用による地球温暖化対策例



Ⅲ 国民の命を守る消防防災行政の推進① 12

１．緊急消防援助隊・消防防災体制の充実強化

・大規模災害発生時に地域を超えて的確かつ迅速に対応するため、
緊急消防援助隊の設備整備等を進め、充実強化

【予算】 緊急消防援助隊補助金 ５２億円（２２年度 ４７億円）
緊急消防援助隊の緊急特別増強 新規 ５５億円

（山口県防府市提供、総務省消防庁撮影）



Ⅲ 国民の命を守る消防防災行政の推進② 13

２．災害時要援護者に対する支援

・火災や自然災害等から自力での避難が困難な高齢者や障がい者などの災害時要援護者の
命を守るための各種施策を推進

【予算】 聴覚障がい者対応型住宅用火災警報器の設置支援 新規 ６億円
予防・査察情報システムの開発・クラウド化・モデル的導入 新規 １億円

（宮城県栗原市消防本部・山口県防府市・札幌市消防局提供、総務省消防庁撮影）



Ⅲ 国民の命を守る消防防災行政の推進③ 14

３．救急救命体制の強化・国際消防救助隊の充実

■■ 救急救命体制の強化■■ 救急救命体制の強化

・円滑な救急搬送・受入体制を構築し、救える命を確実に救うため、消防と医療の連携を
推進するなど、救急救命体制を強化

■■ 国際消防救助隊の充実

・世界各地での大規模災害の発生に際し 世界各地の被災者の命を救うため 国際消防救助隊

【予算】 社会全体で共有するトリアージ体系の構築 新規 １億円

世界各地での大規模災害の発生に際し、世界各地の被災者の命を救うため、国際消防救助隊
を充実

【予算】 国際消防救助隊の実戦的訓練の実施 新規 ０．５億円

（東京消防庁・さいたま市消防局提供）



Ⅳ 国民本位の電子行政の実現① 15

■■ 政府共通プラットフォームの構築、個別システムの見直し推進による政府情報

１．電子政府の推進

■■ 政府共通 ラット ォ の構築、個別シ テ の見直し推進による政府情報
システムの刷新
・政府共通プラットフォームによる政府情報システムの統合・集約化の推進の取組をはじめとする
政府情報システムの刷新を着実に推進し、政府情報システムの運用に係るコストの５割程度を削減

■■ 費用対効果・国民ニーズを踏まえた行政サービスのオンライン利用促進及び

【予算】 政府共通プラットフォーム整備経費 新規 ３億円

することを目標

提供情報の充実

A省システム B省システム

政府共通プラットフォームを整備し、各情報システムを統合・集約化各情報システムを別々に整備・運用管理

施設・設備

政府共通ネットワーク

D省職員C省職員B省職員A省職員
A省システム B省システム

個別A
プログラム

基本
ソフトウェア

ハードウェア

個別B
プログラム

基本
ソフトウェア

ハードウェア

施設・設備

施設・設備施設・設備

Ｃ省システムB省システムA省システム

運用管理者

個別B
プログラム

基本
ソフトウェア

ハードウェア

個別C
プログラム

基本
ソフトウェア

ハードウェア

個別A
プログラム

基本
ソフトウェア

ハードウェア

運用管理者

ハードウェア（サーバ ネットワーク機器等）

共通機能（利用者認証機能、決裁機能等）

基本ソフトウェア

個別C
プログラム

個別D
プログラム

個別E
プログラム

個別F
プログラム

基本ソフトウェア 基本ソフトウェアD省職員

施設 設備施設 設備

C省職員A省職員

D省職員

運用管理者

個別D
プログラム

基本
ソフトウェア

ドウ ア

個別E
プログラム

基本
ソフトウェア

個別F
プログラム

基本
ソフトウェア

ハードウェア

施設・設備

霞が関WANB省職員

17

ハードウェア（サーバ、ネットワーク機器等）

施設・設備

政府共通プラットフォーム

施設・設備

D省システム

施設・設備
施設・設備

ハードウェア ハードウェア
ウ ア

E省システム F省システム



Ⅳ 国民本位の電子行政の実現② 16

国税庁

住民基本台帳
カード○○市

2019年 4月30
日まで有効

平成12年11月 2日 性別 男

住民 太郎

○○県○○市○○区△△○丁目○○

○○市役所市民課

イ
ン

２．電子自治体の推進

「自治体 ド 推進 住 便性向

電子証明書

特許庁

ン
タ
ー

ネ
ッ
ト利用者

■■ 「自治体クラウド」の推進による住民の利便性向上の
ための電子自治体の実現【再掲】

【予算】 全国的展開に必要な連携基盤等に係る実証実験 新規 １０億円
地方公共団体

・
・

地
方
税

テ
ム
（

利用者

【予算】 全国的展開に必要な連携基盤等に係る実証実験 新規 １０億円
自治体クラウドの推進に向けた調査研究等 新規 ０．３億円
（自治体クラウド導入活用ガイドラインの策定等に必要な調査、研究等）

■■ 国民本位の電子行政及び事務の効率化を実現する
ための基盤の充実

地方公共団体

・

税
電
子
申
告
シ
ス

（エ
ル
タ
ッ
ク
ス
）

年金保険者

・住基ネット・住基カードの利活用促進、コンビニ交付の普及
拡大、公的個人認証サービスの利便性向上、アクセス手段の
多様化、地方税の電子化の推進、電子投票の実施の促進

住基ネット
情報提供

・

国税庁

行政機関【予算】 社会保障･税共通の番号制度との連携及び
国民ＩＤ制度の導入への対応等 新規 ２．２億円

住民票の写し

不
要



Ⅳ 国民本位の電子行政の実現③ 17

■■ 社会保障・税に関わる番号制度の導入に
向けた取組の推進

〈権利保障〉
向けた取組の推進

・番号に関する原口５原則に基づき検討が進め
られている社会保障・税に関わる番号制度の
導入に向けた取組を推進導入に向けた取組を推進 <国・地方協力> 〈自己情報コントロール〉

番号に関する
原口5原則

【予算】 社会保障･税共通の番号制度との連携及び

国民ＩＤ制度の導入への対応等 新規 ２．２億円（再掲）

〈プライバシー保護〉〈最大効率化〉

原口5原則

■■ 国民の利便性向上のための共通企業
コードを介した行政業務システム連携や
民間ＩＤを利活用した官民連携の推進民間ＩＤを利活用した官民連携の推進

・共通企業コードにより各行政業務システムの連
携を実現する方策を検証し、行政手続における
添付書類削減を推進

既存インフラの活用等

添付書類削減を推進

・地方公共団体が有している情報等を民間事業者
が活用するための要件を整理した上で、国民の
利便性の向上に資するシステムの普及を推進

【予算】 行政業務システム連携推進事業 ３億円（２２年度 ７億円）

利便性の向上に資するシステムの普及を推進



Ⅴ 横串機能の発揮による行政の抜本的な刷新① 18

１．行政評価機能の抜本的強化方策の実施による聖域なき行政運営の見直し

■■ 機動調査チ ムの強化による緊急 臨時対応など■■ 機動調査チームの強化による緊急・臨時対応など、
「行政評価局調査機能」の拡充

Ｄｏ
(実施)

透明性
・閣議等の議論を通じた調査の推進、予算編成･制度改正への

■■ 租税特別措置に係る評価の推進・点検など、真に
役立つ政策評価機能 の重点化

Ｃｈｅｃｋ
(評価)

Ｐｌａｎ
(企画立案)

透明性、
質の高い

行政

閣議等 議論 通 調 推進、予算編成 制度改
反映等タイムリーな機能発揮

役立つ政策評価機能への重点化

・租税特別措置の評価などへの点検対象の重点化、評価情報の
公表を通じた説明責任の徹底

Action
(企画立案へ

の反映)

■■ 国民の声・ニーズの把握を重視し、行政の制度・運営の
改善につなげる行政相談活動の展開

・相談事案の調査・分析及び課題抽出の強化、行政相談委員との
協働及び国際連携の充実



Ⅴ 横串機能の発揮による行政の抜本的な刷新② 19

２．行政組織等の減量・効率化、行政の透明化・国民の権利利益の救済の強化

■■ 国の行政機関の定員の見直しと行政のスリム化を推進

・平成２２年度からの５年間で１０％以上の定員合理化
国 出先機関改革 則り そ 組織 定員 見直

■■ 独立行政法人の改革

・国の出先機関改革に則り、その組織・定員の見直しについて、
地域主権戦略会議と連携

■■ 独立行政法人の改革

・独立行政法人の契約、給与水準等の見直し
・独立行政法人の保有資産に対する厳格な評価
・行政刷新会議と連携し、独立行政法人制度の抜本的見直し

■■ 情報公開法、行政不服審査法の見直しによる
透明・公正・適正な行政運営の確保

行政刷新会議と連携し、独立行政法人制度の抜本的見直し

透明 公正 適正な行政運営の確保

・情 報 公 開 法：開示対象の拡大・明確化、開示手続の
迅速化・強化、事後救済制度の強化

行政不服審査法 簡易迅速な手続の下で 柔軟かつ実効性・行政不服審査法：簡易迅速な手続の下で、柔軟かつ実効性
ある救済の実現



Ⅴ 横串機能の発揮による行政の抜本的な刷新③ 20

３．多様な人材確保等を通じた公務員の活力確保及び人事管理の適正化

■■ 大臣の責任による人事管理機能の強化及び能力・実績主義の人事管理の徹底、
官民人材交流の推進、ワーク・ライフ・バランスの一層の推進

・各府省の人事管理の実態調査、人事交流機会の拡充、
超過勤務縮減・男性職員の育児休業取得促進・女性が働き続けられる
環境の整備

■■ 退職管理の 層の適正化及び定年まで勤務できる環境の整備

【予算】 「開かれた公務の実現」と「心のケアの充実」 新規 ０．１億円

（女性や障がい者の雇用拡大、メンタルヘルスe-ラーニングの実施、
配置転換支援策の検討）

■■ 退職管理の一層の適正化及び定年まで勤務できる環境の整備

・再就職情報の一元管理・公表、再就職状況に係る情報公開の推進
・専門スタッフ職制度等の活用の推進

■■ 地方公務員制度の改革、地方公共団体の人材育成の推進

・能力・実績主義に基づく人事管理の確立、地域主権型社会に
ふさわしい人材の育成



Ⅵ 郵政改革の推進 21

郵政改革の推進

■■ 「郵政改革の基本方針」(２００９年１０月)を踏まえ、郵政改革関連法案を国会に提出し、
法案成立後、政省令の制定など、郵政改革に必要な制度整備を確実に実施

税金を投入せずに、日本郵政の自律的な経営により、郵便局ネットワークを安定的に維持できるビジネス
モデルに修正することによって、国民生活に必要不可欠な郵便、貯金、保険の基本的なサービスを全国
あまねく公平に郵便局を通じて 体的に提供することにより 国民の権利を保障あまねく公平に郵便局を通じて一体的に提供することにより、国民の権利を保障

■■ 日本郵政グループのガバナンスの問題点などの検証を踏まえ、事業計画等の認可を通じた
適切な監督業務を実施適切な監督業務を実施



Ⅶ 国民生活・企業活動の安定・充実 22

国民生活・企業活動の安定・充実

■■ 受給者の生活を支える恩給の支給

【予算】 恩給支給事業 ６ ２６４億円（２２年度 ６ ７８３億円）

■■ 厚生労働省が所管する年金記録確認業務等の実施に
対する協力 確実な執行のチ ク

【予算】 恩給支給事業 ６,２６４億円（２２年度 ６,７８３億円）

■■ 「経済センサス 活動調査 の円滑な実施など

対する協力、確実な執行のチェック

【予算】 年金記録確認中央・地方第三者委員会等 ９４億円（２２年度 １２５億円）

■■ 「経済センサス－活動調査」の円滑な実施など
「公的統計の整備に関する基本的な計画」の推進

・「経済センサス－活動調査」、「社会生活基本調査」の経済センサ 活動調査」、 社会生活基本調査」の
実施、公的統計の二次利用拡大

【予算】 「経済センサス－活動調査」の実施経費 新規 ９９億円
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